
	 第２節	 賃金の動向
●2021年の現金給与総額（名目）は増加となったが、感染拡大前と比較すると依然として低
い水準となっている
本節では、前節で確認した労働時間の動きを踏まえつつ、雇用者の賃金の動向をみていく。
まず、我が国の現金給与総額の状況について確認する。「現金給与総額」とは、税や社会保
険料等を差し引く前の金額であり、きまって支給する給与（定期給与。以下「定期給与」とい
う。）と特別に支払われた給与（特別給与。以下「特別給与」という。）に分けられる。定期給
与とは、労働協約、就業規則等によってあらかじめ定められている支給条件、算定方法によっ
て支給される給与を指し、所定内給与と所定の労働時間を超える労働に対して支給される給与
や休日労働、深夜労働に対して支給される給与である所定外給与の合計額である。一般的に、
所定内給与は労働者に支払われるベースとなる給与であることから短期間で大幅な増減がみら
れることはあまりないが、所定外給与は所定外労働時間の変動に従って増減することから、企
業の経済活動の状況等を反映して増減する。特別給与10とは、一般的にボーナスと呼ばれる夏
冬の賞与、期末手当等の一時金等や諸手当、あらかじめ就業規則等による定めのない突発的な
理由等に基づき支払われた給与等の合計額を指し、企業の業績に従って大きく変動することか
ら、経済の動向を反映して水準が変動する傾向にある。
第１－（３）－13図は、従業員５人以上規模の事業所における2013年以降の労働者１人当た
りの現金給与総額（名目）の推移とその増減の要因をみたものである。2021年の現金給与総
額（名目）は、就業形態計でみると31.9万円となった11。これは感染拡大の影響により大幅減
となった2020年からは増加したものの、感染拡大前の2019年と比較すると依然として低い
水準となっている。
次に、就業形態別にみていく。一般労働者の現金給与総額（名目）の状況をみると、2013
年～2019年の間、一貫して増加傾向で推移していることが分かる。要因別にみると、この間、
好調な企業収益から特別給与の増加がみられるほか、2014年以降は所定内給与の増加傾向が
みられる。一方、前節でみたように、所定外労働時間が減少傾向にあった影響もあり、所定外
給与には大きな増減はみられていない。2020年は、感染拡大による経済活動の停滞の影響か
ら、所定外給与と特別給与に大幅な減少、所定内給与にも小幅な減少がみられ、一般労働者の
現金給与総額（名目）はリーマンショックで大きく減少した2009年以来の減少となった。
2021年は、所定外給与、所定内給与ともに増加したことから一般労働者の現金給与総額（名

10	「毎月勤労統計調査」の特別給与とは、労働協約、就業規則等によらず、一時的又は突発的事由に基
づき労働者に支払われた給与又は労働協約、就業規則等によりあらかじめ支給条件、安定方法が定めら
れている給与で以下に該当するもの。

	 ①夏冬の賞与、期末手当等の一時金
	 ②支給事由の発生が不定期なもの
	 ③３か月を超える期間で算定される手当等(６か月分支払われる通勤手当等)
	 ④いわゆるベースアップの差額追給分
11	 第２節の「毎月勤労統計調査」の賃金の数値は、指数（現金給与総額指数、定期給与指数、所定内

給与指数)にそれぞれの基準数値（2020年）を乗じ、100で除し、時系列比較が可能となるように修正
した実数値であり、実際の公表値とは異なる。なお、賃金（労働時間も同様）については2018年に母
集団労働者数（ベンチマーク）の切り替え、2019年、2020年、2021年に30人以上規模の事業所の標
本の部分入れ替えを行っており、一定の断層が生じている点に留意が必要である。
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目）は増加としたものの、特別給与が引き続き減少したことなどの影響から、感染拡大前の
2019年を下回る水準となった。
パートタイム労働者の現金給与総額（名目）の状況をみると、2013年～2019年の間、長
期的に緩やかな増加傾向がみられる。要因別にみると、この間のパートタイム労働者の現金給
与総額（名目）の増減は、所定内給与が中心であり、おおむねこの間の所定内給与は増加した
が、前節でみたとおり、この間のパートタイム労働者の労働時間は、所定内労働時間を中心に
減少傾向がみられていた。このように、労働時間の減少傾向がみられた中で所定内給与を中心
に賃金の増加がみられたことから、パートタイム労働者の待遇改善の状況がうかがえる（付１
－（３）－１図）。2020年は、感染拡大による経済社会活動の停滞の影響から、所定内給与、所
定外給与が大幅減となったが、特別給与は増加となった。これは、働き方改革関連法のうちの
いわゆる「同一労働同一賃金」（同一企業内における正規雇用労働者と非正規雇用労働者の不
合理な待遇差の解消）に関する規定12が施行され、パートタイム労働者に賞与等を新設・拡充
した事業所が増加したことが背景にあると考えられる。2021年は、所定外給与は引き続き減
少したが、所定内給与は増加となり、パートタイム労働者の現金給与総額は2020年と比較し
て小幅な増加となった。

12	 いわゆる「同一労働同一賃金」の導入は、同一企業・団体における正規雇用労働者（無期雇用フル
タイム労働者） と非正規雇用労働者（パートタイム労働者、有期雇用労働者、派遣労働者）の間の不合
理な待遇差の解消を目指すものである。パートタイム・有期雇用労働法等においては、正規雇用労働者
と非正規雇用労働者との間の不合理な待遇差の禁止、待遇に関する説明義務の強化、それらに関する労
働者と事業主の間の紛争に対して裁判によらない無料・非公開の紛争解決手続きを利用できること等が
定められている。
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第１－（３）－13図 就業形態別にみた現金給与総額（名目・月額）の推移等
○　2021年は、一般労働者では所定内給与及び所定外給与が増加し、現金給与総額は2020年から増
加した。パートタイム労働者では、所定外給与は引き続き減少した一方、所定内給与は増加し、現
金給与総額（名目）は小幅に増加した。

所定内給与

所定外給与

特別給与

現金給与総額の前年差（折線）

就業形態計（前年差、万円）

（年）

（２）現金給与総額（名目・月額）の増減要因

所定内給与

所定外給与
特別給与

現金給与総額の前年差（折線）

パートタイム労働者

（年）

（前年差、万円）

就業形態計

（年）

（万円）

（１）現金給与総額（名目・月額）の推移

所定内給与

所定外給与

特別給与
現金給与総額の

前年差（折線）

一般労働者

（年）

（前年差、万円）

一般労働者

（年）

（万円） パートタイム労働者

（年）

（万円）

資料出所　厚生労働省「毎月勤労統計調査」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　１）調査産業計、事業所規模５人以上の値を示している。

２）就業形態計、一般労働者、パートタイム労働者のそれぞれについて、指数（現金給与総額指数、定期給与
指数、所定内給与指数）のそれぞれの基準数値（2020年）を乗じ、100で除して算出することで、時系列
接続が可能となるように実数を算出している。

３）所定外給与＝定期給与（修正実数値）－所定内給与（修正実数値）、特別給与＝現金給与総額（修正実数値）－
定期給与（修正実数値）として算出している。このため、「毎月勤労統計調査」の公表値の増減と一致しな
い場合がある。
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●2018年までの現金給与総額（名目）は、パートタイム労働者比率が上昇しマイナスに寄与
する中でも増加傾向だったが、2020年に大幅に減少し、2021年は前年比で増加した
次に、第１－（３）－14図により、現金給与総額（名目）の変動について要因を詳細にみてい
く。現金給与総額（名目）の変動は、就業形態ごとの現金給与総額の変化と、その構成割合の
変化に要因を分けることができる。就業形態の構成割合の変化が現金給与総額（名目）の変動
要因となる理由は、一般的に、労働時間の短いパートタイム労働者の賃金水準は一般労働者よ
りも低くなるためであると考えられる。2013年～2019年の間、女性や高年齢者を中心に労
働参加が進展し、特に、高年齢層はパートタイム労働者として労働参加が進んでいた。こうし
た労働参加の進展によりパートタイム労働者比率が上昇し、この間の「パートタイム労働者比
率による要因」は一貫して現金給与総額（名目）に対してマイナスに寄与した。一方、一般労
働者、パートタイム労働者の現金給与総額（名目）は増加していたため、2018年までは就業
形態計でみて現金給与総額（名目）は増加傾向で推移した。2020年には、感染拡大による経
済社会活動の停滞の影響によりパートタイム労働者比率は低下し、「パートタイム労働者比率
による要因」はプラスに寄与したが、一般労働者の所定外給与、特別給与の大幅減がみられ、
現金給与総額（名目）は減少した。2021年には、一般労働者の所定内給与、所定外給与が増
加し、現金給与総額（名目）は増加したものの、一般労働者の特別給与は2020年に続き減少
となった。

第１－（３）－14図 現金給与総額（名目）の変動要因の推移
○　現金給与総額（名目）の変動を要因別にみると、労働参加の進展を背景に「パートタイム労働者
比率による要因」がマイナスに寄与していたが、一般労働者の所定内給与、特別給与を中心にプラ
ス寄与となったことから、2018年までの現金給与総額（名目）は増加傾向で推移していた。
○　感染症の影響により2020年は大幅な減少がみられたが、2021年は、一般労働者の所定内給与、
所定外給与がプラスに寄与した結果、前年比で増加となった。

一般労働者の所定内給与による要因

一般労働者の所定外給与による要因

一般労働者の特別給与による要因

パートタイム労働者の現金給与総額による要因

パートタイム労働者比率による要因
現金給与総額（名目）の前年比（折線）

年比

（前年比、％）

（年）

資料出所　厚生労働省「毎月勤労統計調査」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　１）調査産業計、事業所規模５人以上の値を示している。

２）就業形態計、一般労働者、パートタイム労働者のそれぞれについて、指数（現金給与総額指数、定期給与
指数、所定内給与指数）のそれぞれの基準数値（2020年）を乗じ、100で除し、現金給与総額の時系列接
続が可能となるように修正した実数値を算出し、これらの数値を基にパートタイム労働者比率を推計してい
る。

３）所定外給与＝定期給与（修正実数値）－所定内給与（修正実数値）、特別給与＝現金給与総額（修正実数値）－
定期給与（修正実数値）として算出している。このため、毎月勤労統計調査の公表値の増減とは一致しない
場合がある。
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●2021年の現金給与総額（実質）は３年ぶりに前年比プラスとなった
実質賃金の状況をみていく。実質賃金とは、実際に支給される名目賃金の額から物価の変動
分を取り除いた値であり、これをみることで物価の上昇（インフレ）や下落（デフレ）の動き
を除いた賃金水準の動きを確認することができる。第１－（３）－15図は、2013年以降の現金
給与総額（実質）の変動を名目賃金の変化と物価の変化による要因に分けてみたものである。
2013年以降の現金給与総額（実質）は、名目賃金が2018年までプラスに寄与していたが、
その間の物価の上昇により物価要因がおおむねマイナスに寄与していたことから、2016年と
2018年を除き現金給与総額（実質）は減少となっていた。2020年は、物価要因による変動
はみられなかったが、感染症の影響から名目賃金が減少となり、現金給与総額（実質）は減少
となった。2021年は、名目賃金の増加による寄与がみられ、物価の下落がみられたことから
物価要因がプラスに寄与し、現金給与総額（実質）は３年ぶりに前年から増加した。

第１－（３）－15図 現金給与総額（実質）の変動要因の推移
○　現金給与総額（実質）の変動要因の推移をみると、2013年以降、名目賃金はおおむねプラスに寄
与しているが、物価の上昇によるマイナスへの寄与が上回っており、2016年、2018年を除きいず
れも実質賃金はマイナスで推移している。
○　2021年は、名目賃金、物価ともにプラスに寄与し、実質賃金のプラスとなった。

名目賃金の寄与による要因

物価の寄与による要因

現金給与総額（実質）の前年比（折線）

年比

（前年比、％）

（年）

資料出所　厚生労働省「毎月勤労統計調査」、総務省統計局「消費者物価指数」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統
括室にて作成

（注）　１）調査産業計、就業形態計、事業所規模５人以上の値を示している。
２）実質賃金は、名目の現金給与総額指数を消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）で除し、100を乗
じて算出している。

３）「毎月勤労統計調査」「消費者物価指数」は、いずれも2020年基準の数値を使っている。
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●2021年の総雇用者所得（実質）は、２年ぶりのプラスとなった
ここまで、労働者１人当たりの賃金の動向を確認してきたが、第１－（３）－16図により、
2013年以降の雇用者全体の実質賃金の合計を表す総雇用者所得（実質）の変動要因の推移を
みていく。2013年～2019年の総雇用者所得（実質）は、物価の上昇により物価要因はおお
むねマイナスに寄与したが、名目賃金はおおむねプラスに寄与したことに加え、この間の労働
参加の進展から雇用者数要因は一貫してプラスに寄与した。その結果、2013年～2019年は、
2014年を除き、総雇用者所得（実質）は増加していた。2020年は感染症の影響から大幅減
となったが、2021年は名目賃金、雇用者数、物価要因がプラスに寄与したことから総雇用者
所得（実質）は増加となった。

第１－（３）－16図 総雇用者所得（実質）の変動要因の推移
○　雇用者全体の総賃金額を示す総雇用者所得（実質）の変動要因の推移をみると、物価の上昇がお
おむねマイナスに寄与している中で、雇用者数の増加及び名目賃金の上昇がおおむねプラスに寄与
した結果、2013年～2019年は、2014年を除き総雇用者所得（実質）はプラスで推移した。
○　2021年は名目賃金、雇用者数、物価がプラスに寄与したため、総雇用者所得（実質）もプラスと
なった。

名目賃金の寄与による要因

雇用者数の寄与による要因

物価の寄与による要因

総雇用者報酬（実質）の前年比（折線）

年比

（前年比、％）

（年）

資料出所　厚生労働省「毎月勤労統計調査」、総務省統計局「労働力調査（基本集計）」「消費者物価指数」をもとに厚生労
働省政策統括官付政策統括室にて作成

（注）　総雇用者所得（実質）は、厚生労働省「毎月勤労統計」の指数（現金給与総額指数）及び総務省統計局「労働
力調査（基本集計）」の非農林業雇用者数を乗じ、総務省統計局「消費者物価指数」の持家の帰属家賃を除く総
合で除した数値である。なお、厚生労働省において独自に作成した試算値であり、内閣府の「月例経済報告」の
実質総雇用者所得とは若干算出方法が異なる。
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●労働分配率はおおむね感染拡大前と同程度の水準まで戻った
ここで、労働分配率の状況を確認する。労働分配率とは、企業の経済活動によって生み出さ
れた付加価値のうち、労働者がどれだけ受け取ったのかを示す指標であり、分母となる付加価
値、特に営業利益が景気感応的であることから、景気拡大局面においては低下し、景気後退局
面には上昇するという特徴がある。内閣府「国民経済計算」又は財務省「法人企業統計」から
算出する方法が一般的であるが、各々の統計により水準やトレンドが異なることから、一定の
幅を持ってみる必要がある13。労働分配率は産業による水準の差異が大きく、長期的にみる場
合は産業構造の変化が労働分配率に影響を及ぼしている可能性があることに留意する必要があ
る。
第１－（３）－17図により、企業の資本金規模別に労働分配率を確認していく。2013年以降

の景気拡大局面では、全ての資本金規模において労働分配率は低下傾向にあったが、2020年
の感染拡大による景気減退の影響から企業収益が悪化し、全ての企業規模で労働分配率は大幅
に上昇した。2020年後半以降は企業収益の回復がみられたことから、労働分配率も全ての資
本金規模で低下傾向がみられ、2021年後半にはおおむね感染拡大前と同程度の水準まで戻っ
た。しかし、「資本金１千万円以上１億円未満」では資本金規模が大きい企業と比べて2021
年の企業収益の回復が遅く、労働分配率の低下幅は小さかった。

第１－（３）－17図 資本金規模別にみた労働分配率の推移
○　資本金規模別に労働分配率の推移をみると、2013年以降の景気拡大局面では、全ての資本金規模
において労働分配率は低下傾向で推移していたが、2020年の感染症の影響により一時的に上昇に転
じた。
○　2021年の労働分配率は全ての企業規模で低下し、おおむね感染拡大前の水準に戻ったが、「資本
金１千万円以上１億円未満」では低下幅が小さい。

企業規模計

資本金 億円以上

資本金１億円以上 億円未満

資本金１千万円以上１億円未満

ⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢⅠⅢ

（％）

（年、期）

資料出所　財務省「法人企業統計調査」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　１）「金融業、保険業」は含まれていない。データは厚生労働省において独自で作成した季節調整値（後方３四

半期移動平均）を使用。
２）労働分配率＝人件費÷付加価値額、人件費＝役員給与＋役員賞与＋従業員給与＋従業員賞与＋福利厚生費。
付加価値額（四半期）＝営業利益＋人件費＋減価償却額。

３）グラフのシャドー部分は景気後退期を表す。なお、2019年第Ⅰ四半期～2020年第Ⅱ四半期は暫定である。

13	 ここでは、企業規模別の動向及び景気局面の動向について着目して分析を進めていくため、財務省
「法人企業統計調査」の四半期別調査により算出した労働分配率（分母の付加価値は粗付加価値）を用
いる。なお、数値の動きは厚生労働省で独自に作成した季節調整値でみている（後方３四半期移動平
均）。
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●「運輸業、郵便業」「サービス業」では労働分配率が高い状況が続いている
第１－（３）－18図により産業別の労働分配率をみると、「医療、福祉業」「卸売業・小売業」

「サービス業」などは水準が比較的高い一方で、「情報通信業」「製造業」などは水準が比較的
低い傾向にある。また、景気後退期には、産業ごとに労働分配率の上昇幅が異なり、2008年
後半のリーマンショック期には「製造業」で上昇が顕著にみられた。一方、2020年の感染症
の感染拡大期には「運輸業、郵便業」「サービス業」「製造業」「卸売業・小売業」などで大幅な
上昇となったが、「医療、福祉業」「情報通信業」などでは、景気後退期においても労働分配率
の大幅な上昇はみられなかった。2021年は、「運輸業、郵便業」「サービス業」では感染拡大
前の水準と比較して高いが、その他の産業においてはおおむね感染拡大前と同程度の水準まで
戻っている。

第１－（３）－18図 産業別にみた労働分配率の推移
○　産業別に労働分配率の推移をみると、「医療、福祉業」「卸売業・小売業」「サービス業」などでは
比較的水準が高い一方、「情報通信業」「製造業」などは比較的低い。
○　2020年には「運輸業、郵便業」「サービス業」「製造業」「卸売業・小売業」などで大幅な上昇と
なった。
○　2021年は、「運輸業、郵便業」「サービス業」以外の産業ではおおむね感染拡大前の水準まで戻っ
ている。

全産業（除く金融保険業）製造業情報通信業

建設業

運輸業、郵便業

卸売業・小売業

サービス業

医療、福祉業

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

（％）

（年、期）

資料出所　財務省「法人企業統計調査」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　１）データは厚生労働省において独自で作成した季節調整値（後方３四半期移動平均）を使用。

２）「全産業（除く金融保険業）」は「金融業、保険業」を除く全産業の数値である。
３）労働分配率＝人件費÷付加価値額、人件費＝役員給与＋役員賞与＋従業員給与＋従業員賞与＋福利厚生費。
付加価値額（四半期）＝営業利益＋人件費＋減価償却額。
４）グラフのシャドー部分は景気後退期を表す。なお、2019年第Ⅰ四半期～2020年第Ⅱ四半期は暫定である。
５）「サービス業」は、日本標準産業分類（平成25年10月改定）の「サービス業」「宿泊業、飲食サービス業」
及び「生活関連サービス業、娯楽業」を合わせたものである。
６）「医療、福祉」は2004年第Ⅱ四半期から、「宿泊業、飲食サービス業」及び「生活関連サービス業、娯楽
業」は、2009年第Ⅱ四半期からデータが取得可能となっている。
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●感染拡大以降の総雇用者所得（名目）の変動要因は名目賃金の変化が中心となっている
2020年以降の感染症の影響による賃金の動向を確認するため、月次データにより詳細にみ
ていく。
まず、雇用者全体への総賃金額を表す総雇用者所得（名目）の2020年以降の推移を確認す
る。総雇用者所得は家計部門全体の勤労所得を示す指標であり、個人消費等に影響を与えうる
重要な指標である。
第１－（３）－19図の（１）は、2020年以降の総雇用者所得（名目）の変動を2019年同月の
水準と比較してみており、その変動は、１人当たりの「名目賃金による要因」と「雇用者数に
よる要因」に分けることができる。2020年以降の総雇用者所得（名目）の動向をみると、最
初の緊急事態宣言が発出された2020年４月に低下がみられた後、2020年12月までは2019
年同月を大幅に下回る水準で推移した。2021年は、「雇用者数による要因」は１月～４月に、
「名目賃金による要因」は２月～４月にはプラスに寄与したことから、１月～４月の間は緊急
事態宣言下ではあったものの、2019年同月を上回る水準に回復した。その後感染状況が悪化
し、経済社会活動が停滞する中で、いずれの要因もマイナスに転じ、５月以降は2019年同月
を下回る水準で推移した。要因別にみると、「名目賃金による要因」は、所定外給与や特別給
与、パートタイム労働者の給与が経済活動の水準に対して弾力的に変化するため、月別の変動
幅が比較的大きく、2020年以降の総雇用者所得（名目）の水準の変動に対し比較的大きな影
響を与えている。
同図の（２）により、現金給与総額（名目）の推移をみると、総雇用者所得（名目）とおお
むね同様の動きをしていることが分かる。要因別にみると、2020年４月以降、労働時間が短
く相対的に賃金水準の低いパートタイム労働者を中心に雇用者数の減少がみられたことから、
「パートタイム労働者比率による要因」はおおむねプラスに寄与しているものの、「一般労働者
の賃金による要因」のマイナス寄与が大きく、「一般労働者の賃金による要因」がプラス寄与
に転じた2021年２月～４月を除き、2019年同月を下回る水準となっている。また、一般労
働者の特別給与の水準が大幅に低下していることから、６月及び12月の「一般労働者の賃金
による要因」は他の月と比較して大幅なマイナスとなっている。2021年は、２月～４月は緊
急事態宣言下にありながら2019年同月を上回る水準で推移したが、５月以降は長引く経済社
会活動の抑制等の影響から「一般労働者の賃金による要因」がマイナスに転じ、８月～９月に
は「パートタイム労働者の賃金による要因」のマイナス寄与の拡大もみられ、2019年同月を
下回る水準が続いた。また、2021年10月以降は、緊急事態宣言が全面解除となったこと等
からパートタイム労働者が増加傾向となり、「パートタイム労働者比率による要因」がマイナ
ス寄与に転じた。一方、2019年同月と比較すると、依然として低い水準となっているものの、
2021年の現金給与総額（名目）を2020年同月の水準と比較すると、特に、「一般労働者の賃
金による要因」はマイナス寄与がいずれの月もおおむね縮小傾向にあり、持ち直しの状況にあ
ることがうかがえる。
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第１－（３）－19図 総雇用者所得（名目）と現金給与総額（名目）の推移
○　2020年以降の総雇用者所得（名目）の推移をみると、名目賃金が比較的大きな変動要因となって
おり、現金給与総額（名目）の動きに従って変動している。
○　2021年の総雇用者所得（名目）は、１月～４月は2019年同月を上回る水準となったものの、５
月以降はマイナスに転じた。

名目賃金による要因

雇用者数による要因

総雇用者所得（名目）の 年同月比（折線）

（ 年同月比、％）

（年、月）

（１）総雇用者所得（名目）

一般労働者の賃金による要因

パートタイム労働者

の賃金による要因

パートタイム労働者比率による要因

現金給与総額（名目）の 年同月比（折線）

（ 年同月比、％）

（年、月）

（２）現金給与総額（名目）

資料出所　厚生労働省「毎月勤労統計調査」、総務省統計局「労働力調査（基本集計）」をもとに厚生労働省政策統括官付
政策統括室にて作成

（注）　１）総雇用者所得は、現金給与総額指数（原指数）に雇用者数（原数値）を乗じて算出している。なお、厚生
労働省において独自に作成した試算値であり、内閣府の「月例経済報告」の名目総雇用者所得とは若干算出
方法が異なる。

２）現金給与総額指数は、調査産業計、就業形態計、事業所規模５人以上の値を利用している。
３）総雇用者所得の変化率は、現金給与総額指数の変化率、雇用者数の変化率及び誤差項に分解し、算出して
いる。
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●2021年のパートタイム労働者所定内給与は月ごとに大きく変動している
次に、就業形態別に現金給与総額（名目）の動きを詳細にみていく。
第１－（３）－20図の（１）により、一般労働者の現金給与総額（名目）の推移をみると、
2020年４月以降、2019年同月をおおむね下回る水準で推移しているが、所定外給与及び特
別給与の減少がその要因となっており、所定内給与は大きな変動はなく、2021年には増加傾
向もみられている。所定外給与及び特別給与は経済活動の状況や業況により変動することか
ら、今後の持ち直しの動きに注視していく必要がある。
同図の（２）により、パートタイム労働者の現金給与総額（名目）の動向をみると、2020
年４月以降、所定外給与が一貫してマイナスに寄与していることに加え、所定内給与の月ごと
の変動が大きいことがみてとれる。パートタイム労働者は経済社会活動の状況等により労働時
間が変動すると考えられ、それに伴い、所定内給与の水準も変動することから、感染状況によ
り経済社会活動の抑制・再開が繰り返された影響を大きく受けていることがうかがわれる。一
方、６月及び12月には、パートタイム労働者の特別給与のプラス寄与が顕著にみられ、感染
症の影響下においても、いわゆる「同一労働同一賃金」の取組が進展している状況も見受けら
れる。

第１－（３）－20図 就業形態別にみた現金給与総額（名目）の推移
○　2020年以降の現金給与総額（名目）を就業形態別にみると、一般労働者は、所定外給与、特別給
与の減少は比較的大きいが、所定内給与の大幅な増減はみられていない。
○　一方、パートタイム労働者は、所定外給与が一貫してマイナスに寄与していることに加え、所定
内給与の月ごとの変動が大きい。また、特別給与は顕著にプラスに寄与しており、いわゆる「同一
労働同一賃金」の取組の進展が見受けられる。

特別給与による要因

所定外給与による要因

所定内給与による要因

一般労働者の現金給与総額（名目）

の 年同月比（折線）

（ 年同月比、％）

（年、月）

（１）一般労働者の現金給与総額（名目）

特別給与による要因

所定外給与による要因

所定内給与による要因

パートタイム労働者の現金給与総額（名

目）の 年同月比（折線）

（ 年同月比、％）

（年、月）

（２）パートタイム労働者の現金給与総額（名目）

資料出所　厚生労働省「毎月勤労統計調査」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　１）調査産業計、事業所規模５人以上の値を示している。

２）就業形態計、一般労働者、パートタイム労働者のそれぞれについて、指数（現金給与総額指数、定期給与
指数、所定内給与指数）にそれぞれの基準数値（2020年）を乗じ、100で除し、時系列接続が可能となる
ように修正した実数値を用いている。

３）所定外給与＝定期給与（修正実数値）－所定内給与（修正実数値）、特別給与＝現金給与総額（修正実数値）－
定期給与（修正実数値）として算出している。このため「毎月勤労統計調査」の公表値の増減とは一致しな
い場合がある。
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●現金給与総額（名目）の動きは産業ごとに差異がみられる
さらに、第１－（３）－21図により、2020年以降の産業別の現金給与総額（名目）の推移を

2019年同月の水準と比較して確認する。2020年の感染拡大後はおおむね全ての産業で水準
の低下がみられたものの、「宿泊業，飲食サービス業」「運輸業，郵便業」では、特に大幅な水
準の低下がみられた。2021年は、「宿泊業，飲食サービス業」は、依然として2019年同月の
水準を大幅に下回って推移している。「運輸業，郵便業」は、年後半にかけて2019年同月を
大幅に下回る水準となったことに加え、特別給与の減少から、特に、６月及び12月の水準低
下が著しい。一方、「卸売業，小売業」では、2021年は、2019年同月をおおむね上回る水準
で推移するなど、産業によって現金給与総額（名目）の動きには差異がみられる。

第１－（３）－21図 産業別にみた現金給与総額（名目）の推移
○　産業別の現金給与総額（名目）をみると、2021年は、「宿泊業，飲食サービス業」は依然として
2019年同月の水準を大幅に下回って推移しており、「運輸業，郵便業」は特別給与の減少から特に
６月及び12月の水準低下が著しい。一方、「卸売業，小売業」では2019年同月をおおむね上回る水
準で推移するなど、産業ごとに差異がみられる。

運輸業，郵便業

卸売業，小売業

宿泊業，飲食サービス業

調査産業計 建設業 製造業

情報通信業 運輸業，郵便業 卸売業，小売業

宿泊業，飲食サービス業 生活関連サービス業，娯楽業 医療，福祉

（年、月）

（ 年同月比、％）

資料出所　厚生労働省「毎月勤労統計調査」をもとに厚生労働省政策統括官付政策統括室にて作成
（注）　就業形態計、事業所規模５人以上の値を示している。
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